













































































































































































































て海外経済協力基金（OVERSEASECONOMIC COOPERATION FUND, 
OECF）が，日本輸出入銀行より東南アジア開発協力基金特別勘定の資本金及
び資金の全額を政府出資金として継承し，設立登記，定款制定の後，正式に
業務を開始した。側海外経済協力基金の発足に際しては，主にその所管をめ
ぐって，外務省は経済協力を外交政策の範囲にあると位置付け，通産省は国
際的な通商政策上の経済協力を推進する見地より，大蔵省は資金協力にかか
る金融機関の監督官庁として，その行政の所掌を主張し厳しい権限争いが発
生したが，その後関係省庁聞の調整が行われ最終的に経済企画庁に落着いた
経過は関係者に広く知られている。。”今日でも政府直接借款等の実施に際し
4省庁体制といわれる上記4省庁による協議が行われる背景には，このような
経縄があったのである。
1961年設立当時の海外経済協力基金は，原則として本邦法人等に対する投
融資を行うとの運用上の制限があったが， 1965年韓国への円借款から政府直
接借款を担当業務に加える乙とが出来た。その後は10年近く日本輸出入銀行
と同基金が同時並行的に供与する体制が続いたが， 1975年6月にようやく政
府内の業務調整に結着がつき，政府在接借款に関して，グラント・エレメン
ト25首以上の案件を同基金が，それ以外の業務は輸銀が実施するととで合意
に至った。この結果それ以後の政府開発援助にかかる政府直接借款はすべて
海外経済協力基金が担当することとなったのである。
海外技術協力事業団はその事業規撲の拡大に伴い， 1974年に同事業団，海
外移住事業団，海外農業開発財団，海外貿易開発協会等の業務を統合・整理
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し，国際協力事業団(JAPAN町TERNATIONALCOOPER四 ONAGENCY, 
JICA）として設立された。当時，昭和49年（1974）度の予算要求に際しては，
農林省は海外農林業開発公団，通産省は海外貿易開発協力公団等の設立構想
を打出したが，予算折衝の大詰めの段階において福田蔵相と自民党三役との
政治折衝ではこれら別々の構想は認められず，外務省主管による政府の一元
的な技術協力の実施機関として，国際協力事業団の設立が決定されたのであ
る。問国際協力事業団法は， 1974年5月公布され，同事業団は同年8月に業務
を開始し今日に至っている。
(4）援助理念等について
こ乙でこれまでのわが国の政府開発援助にかかる政策的意図を正当化して
きた政策論的根拠とは，あるいは後年その精神的な意義を国民に対してはも
ちろん世界に対しても宣言してきたいわゆる援助理念とはどのように形成さ
れ確立されてきたのか，今一度その史的背景を再確認してみるとととした
い。その乙とは，とかく理念なき場当り・思いつき援助，日本株式会社によ
る経済的利益追求の手段・方法としてみなされ，内外の批判を浴びて来たわ
が国の政府開発援助の意義をわずかなりとも再検証する機会を提供する乙と
を意図しているのである。
たしかにわが国の広義の経済協力が民間主導型で，また政府開発援助が賠
償という方式で始まったととにより，当初援助理念なるものは存在していな
かったと解釈出来るのではなかろうかロ民間企業活動とはすなわち収益を目
的としたビジネスであり，賠償はわが国が第2次世界大戦中，主に東南アジ
ア諸国に与えた人的物的損害に対する保障である。特に賠償では資機材役
務の提供という具体的な形を採用した為，精神的な意味は実態上格別強調さ
れなかったのであろう。わが国政府としては，戦勝国政府及び被害を受けた
東南アジア諸国の意向を反映して実施したわけで，戦後処理的な行政行為に
過ぎず政策的主体性はきわめて限られていたで晶ろう。しかし1950年の朝鮮
戦争勃発に伴う経済特需後，わが国経済はその規模を急速に拡大させ，対外
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的な経済活動も活発化した。この頃から1960年代後半にかけてわが国が順調
な経済成長を経ている間，わが国の貿易および経済政策に密着した視点から
主に東南アジア諸国を重点的な対象地域とする開発途上国との経済協力につ
いて，輸出振興，市場開拓，投資促進，開発輸入，資源確保，後に外貨減ら
し等の政策目的にかかる諸提言がなされ，同また特に大きな異義もなく実施
に反映されていったのである。たとえば1953年12月，政府は「アジア諸国に
対する経済協力方針」を閣議決定し，はじめて公式に経済協力について政策
見解を明らかにしたが，その中で「経済協力は原則として民間の創意で行
い，政府は必要な援助を行うJことが基本方針としてうちだされたのであっ
た。＂＂ 1974年7月のDACによる対日審査においても，日本は開発途上国の貧
困を撲滅するよりも自国の資源確保を目的にしているとの批判を受けたので
あった。
わが国が，第2，次世界大戦後の復興と高度経済成長の道を歩んでいる関，
すなわちわが国が被援助国から援助国への一大転換の過程で，世界の援助理
念と政策の展開には著しい変化と発展があった。わが国の政府開発援助事業
はこれら国際的な動向に決定的な影響を受けたと明言しても過言ではない。
むしろとの悶，国際的な援助理念形成の過程においてわが国の理念也生まれ
育成されていったのである。
現在の開発途上国問題への世界的な取組みの端緒は英国人のオリノ守一フ
ランクス卿（OliverFr皿 ks）が「南北問題（North・Sou出Problem)Jという言葉
を初めて使い1960年米国の経済発展委員会（CED）で行った演説であったと一
般的には理解されている。畑乙の演説は北の先進工業諸国と南の開発途上
国地域との所得格差の拡大を危慎し，当時冷戦時代の東西問題と伺等の重
大性を指摘し，かつ長期的な問題解決の為の新規国際開発援助機関の設立を
提案したのであった。この提案された新規機関構想は後に米国主導のDAGと
なり， 1961年DACに改組されて結実した。 1961年9月，当時の米国のケネ
ディ大統領は，国連総会における演説で開発途上国における経済成長促進の
為1960年代を「開発の10年（D町dop皿entDecade）」と命名し凱世界が開発途
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上国問題に本格的に取組むことを提案した。附しかし「開発の10年」は結果と
して，先進国からの資金の流入や技術移転について開発途上国側が評価する
量又はレベルには，はるかに及ばないまま終了してしまった。ひるがえって
開発途上国においては一次産品輸出の停滞から囲内の相対的な貧富の差は総
じて拡大した基調にあり，開発も遅々として進まない状況であった。 1968年
8月，新しく就任した世界銀行のマクナマラ総裁はウッズ前総裁の着想を引
継ぎ，前カナダ首相LB.ピアソンに対L，過去20年の開発援助の実績につい
て総合的な評価を下すとともに今後の政策指針を提言するよう依頼した。ピ
アソンは，わが国から参加した大来佐武郎元外相を含めた8人の賢人からな
る委員会を設け， 1969年10月の世界銀行年次総会にいわゆるピアソン報告書
を提出した。同報告書は援助理念について国際的立場から始めて公式的に言
及し，世界が共同体であるととを強調し不均衡の縮小と不平等の除去が国際
的な開発援助の目的であると定義し「持てる者が持たざるものに分かつのは
明らかに正しい」と道徳的義務を提唱し人道主義的理念を展開したのであっ
た。側また同報告は1980年までに政府開発援助をGNPの0.7唱にすべきである
との具体的勧告を行っている。山 1970年代はしかしながら， 1971年の米国ニ
クソン大統領による新経済政策が也たらした国際通貨秩序の混乱や1973年の
第4次中東戦争でひきおこされた第一次石油危機なεが契機となり多くの非
産油途上諸国をむしろより貧困に追いやることとなった。南北の対立と相克
は激化し，開発途上国側は， 1974年国連資源特別総会で新国際経済秩序
(NIEO）樹立宣言」を採択させ，速やかな北から南への所得の再配分を主張し
たのであった。 1979年には急激な石油価格の値上げから第2.l欠石油危機が発
生し，またして也多くの非産油途上国が累積債務と国内の経済的破綻に苦し
むとととなったのである。乙うしたなか1977年マクナマラ世界銀行総裁の提
唱により長期の国際開発戦略を勧告する目的で委員長を元西ドイツ首相ウイ
リー・プラントとし，独立した個人の資格で参加した総委員数17名から成る
プラント委員会が発足し，同委員会は2年間の討議の後「No地1-Sou血，APro-
g四回forSurvival （南と北・生存のための戦略）と題する報告書を1980年2月に
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ワルトハイム国連事務総長に提出した。関プラント報告では北と南の相互利
益からなる「相互依存」の命題を強調し，地球的な規模でエネルギー，一次産
品と貿易，食糧と農業，通貨問題とインフレ抑制，プロジェクトとプログラ
ムのための融資，技術革新，地上と宇宙空間通信などの諸分野で相互依存関
係が明確であると指摘している。凶また再度先進国の政府開発援助を1985年
までに対GNP比0.7%,2脚年までに対GNP比協の水準に引き上げるためのタ
イムテーブルの採択を勧告している。 ω
こうした世界の政治経淵輔と国際開発援助機関関係の有識者逮による積
極的な国際世論への働きかけは，わが国政府政策立案者等にも重要な影響を
与え， 1981年2月，外務省経済協力局は，同局内研究会の研究成果をとりま
とめ，わが国の援助理念を発表するに至った。まず同書はわが国の政府開発
援助を行う根源的な価値観を上記のピアソン報告が提唱する「道徳的意義，
人道主義j的配慮やプラント報告が指摘する「相互利益，相互依存」の認識に
深く共鳴するからである，と述べている。倍野加えて「諸外国がその置かれた
国際政治上の立場と国民的なコンセンサスを背景とした外交目的に則して位
置付けており，運用している」聞と検証し，わが国が行う必要性の理由を4点
挙げている。それらは，（1）平和国家としてのコスト，（2）経済大国としてのコ
ヌト，（3）経済的対外依存に対する補強，（4）非西欧国家としての近代化の歴
史，である。閉そして当時のわが国の政府開発援助の理念を「国際的な一般
理念と我が国独自の立場との接点に求め，政府開発援助を国際秩序構築への
貢献を通じて我が国の総合的な安全保障を確保するための外交政策の重要な
一環として位置付けたJのであった。倒
1980年代はわが国が，主に国際世論からの有形無形の圧力に応えるべき第
一次から今日に至る第四期までの中期目標を設定し，急速に援助額を増額し
ていった過程であるが，同時にわが国の政府開発援助がいまだ本邦企業の利
益に直結しているとかマルコス疑惑に象徴されるように被援助国エリートと
の不正な関係の存在や，両国民の犠維を強いているのではないかなどの援助
批判が盛んに行われた時期でもあった。これらの批判から回避し，また激動
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する世界情勢の中で次第に影響が顕著になりつつあるわが国政府開発援助の
位置付けについて再度確認する必要があると政府は判断し， 1988年5月当時
の竹下登総理大臣はロンドンにおける演説の中で「増大した国力に相応しい
役割を積極的に果たすととは当然の責任であるとの立場から①平和のための
協力②政府開発援助の拡充③国際文化交流の強化の三つの柱からなる『国際
協力構想jを発表した」が，その主題は政府開発援助の更なる振充にあった。
この時点でわが国の国際貢献への主要な方策として政府開発援助がとれまで
以上のより公式的な意義を持って位置付けられたのであるロ間更に1991年4
月当時の海部俊樹総理大臣は，政府開発援助実施に地哨‘る考慮すべき指針と
して次の4点を挙げ，国会において表明した。それらは即ち i)被援助国政府
における箪事支出日）大量破壊兵器の不拡散出）武器の輸出入iv）途上国にお
ける民主化の促進，基本的人権及び市場指向型h経済の導入，等で晶る。側
いわば開発途上国において，軍国主義国，核保有国，武器の大量輸出入国，
独裁国，共産主義国，等に対しては援助をなるべく差し控えたいとのわが国
政府による意図表明であろう。しかしとれら4原則の厳格な適用について，
乙れまでわが国との歴史的晶るいは経済的関係も深く良好な関係を保ってき
た一部の国々に対しては不可能であり，実際的ではないことも周知の事実で
ある。
これら，過去のわが国の援助理念，政策，実施体制にかかる論議の集大成
となった結論的見解が， 1992年6月30日付で閣議決定された「政府開発援助大
綱」であろう。その内容は，基本理念，原則，重点事項，効果的実施のため
の方策，内外の理解と支持を得る方策，実施体制，等から構成されている。 m
岡大綱は，その理念において飢餓を救う人道的見地や国際社会での相互依存
関係や国力に相応しい役割等の事由から政府開発援助の意義を明らかにし，
加えて環境保全と途上国の自助努力支援を強調し，原則において環境と開発
の両立や民主化の促進と基本的人権の保護などを確認している。重点事項の
中，地域としてはこれまでの実績を追認する形で，アジア地域とりわけ東ア
ジアとASEAN諸国をとり上げている。いわゆる「要請主義jの弾力的運用化を
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図り，先に述べた効果的実施のための方策として「政策対話Jをとれまで以上
に推進するつもりである。また援助の「質J向上の為，人材の育成や実施機関
0ICAやOECF等）の実施体制整備や連携の強化を表明している。更に，内外
の理解と支持を得る方策として，情報公開の促進や広報開発教育の強化，
等を講ずるとしている。その他，基礎生活分野（B田icH田n四 Needs,Bl王N),
インフラストラクチャー整備，構造調整支援等を目的とする援助を再確認し
ている。民間経済協力との連携や促進も排除してはいない。乙のように「政
府開発援助大綱Jは，乙れまでの内外の批判や論議の結果をとりまとめた内
容であって政府関係者及ひ・この分野に関心のある一般の有識者にとって，特
に新規の解釈・提言等が発表されたわけではない。しかしながら，その援助
額が年間100億ドル台となり， 130ヶ国以上への供与を実施する一方，第2次
世界大戦の加害者としての責任を40余年経た今日でも世界から関われまた戦
後の経済侵略の手段・方法であると誤解されているわが国とその政府開発援
助に対して，乙の大綱の制定は内外の誤解を解き自らの行動を律する役割を
果すととで，国際政治経済的かつ歴史的意義はきわめて大きい。今後は，制
定までにとぎつけたわが国民の努力は高く評価されるべきであるが，同時に
これからの事業実施においてその精神を実証していく乙とが肝要である。わ
が国政府開発援助に従事する担当者の責務は重大である。
3.むすび
己の小論で，敢えてわが国政府開発援助の史的回顧をなるべく客観的事実
の確認を通じて行った理由と目的は，自らを含めて乙れまでの論議の中で，
基礎的な事実等についての確認と理解が不十分であったことを反省し正す意
味で，また時代の国際的園内的政治経済状況と40余年にわたる意思決定の積
み重ねが現行体制と行動規範の価値的正当性の根拠になっていることを証明
したいが為であった。そのととは何も現行の実施体制や意思決定過程の無謬
性を意味しているわけではないロ現状と経締をなるべく現実的に理解しよう
と試みているのである。
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今日の我が国援助行政が直面する基本的な課題としては，第一に，民間経
済協力が先行し，その産後賠償という形態で政府開発援助が始まり，また輸
出振興という直接的な経済的理由が優先した為，政府開発援助としての純粋
かつ総合的な理念の確立までに40有余年必要とした乙とであった。又，今日
の理念（政府開発援助大綱）也事業実績によって実証されているわけではない
ので，国民的価値として定着していない。
国際的にも国民からも大綱への原則的信頼を勝ち取る為に援助関係者は，
弛まぬ精進を要求されている。第二にその発展段階について，きわめて小規
模でかつ積極的な政府の主体性がないまま始められ，内外の政治経済状況の
短期間の急激な変化の中で，急速に規摸の拡大，業務の多様化，予算額の増
加が行われた為，特に実施体制の未整備と各専門分野における人材の欠如が
著しいロ特に現在では，世界の主要国の一員となり国力に相応しい国際貢献
が求められ又実際に大いに期待されていると乙ろ，各自各組織の努力は認め
られるものの実態において必要にして十分な専門的知識，経験と精神的包容
力に裏付けされた援助をなし得ていない。今後，中長期展望に立てば理念の
構築にひき続き特に実施体制にかかる制度・組織について，抜本的かつ総合
的な改革が求められる乙とが予想される。それには人材の教育・訓練と待遇
について特段の配慮が不可欠であると指摘しておきたい。しかし現実には，
たて部り行政の弊害，個人単位に至ることなかれ主義，基本的知識・技術の
軽視，「援助ビジネス」として短期的経済的利益追求への媛少化，等が横行し
ているととが残念でならない。第三に，いわゆる政府・民間の役割の位置付
けについて，その歴史的背景から政府開発援助事業において，いまだに不明
瞭なことである。わが国の政府開発援助事業の笑施に際し，一部の不祥事件
の発生によって本邦企業法人のみならず個々の社会人の努力とその成果を決
して過小評価あるいは罪悪化してとらえではならない。役割分担について
は，それぞれの役割の専業化分業化を提案したい。すなわち政府及ひ攻府機
関は，時代に合わせた理念の作成と調整，政策形成と外交交渉，主に公共財
にかかわる基礎的な調査研究とその成果の普及（適切な情報データの提供
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等），コンサルタント施工業者等の適正な選定と当該業務にかかる指導監
督，事後評価と評価結果の今後への反映，等に専念すべきであり，実際の事
業は効率的効果的実施を確保する為可能な限り，本邦のみならず世界の専門
技術者ならびに民間法人に委ねるべきである。筆者は，開発途上国・地域に
おいてかのシュンベーターが指摘したように経済発展に即した適正技術の適
用による技術革新と企業家精神に基く民間活力が発生し将来にわたって拡充
定着していくととが，わが国政府開発援助の究極的な目的の達成であるとみ
なしている。従って，特に企業家精神の育成の為には，わが国のみならず世
界の民間企業による宜接投資等から始まる実際の企業活動が不可欠であると
とは明らかである。くり返して述べるが開発途上国への技術移転がスムーズ
に進み，同圏内での雇用機会が増え，自らの企業家精神が刺激を受けて発揮
され，経済的な自主独立の道を歩み始めるととこそ，戦後わが国が嘗てた
どってきた道ではなかったか。その際，主役は開発途上国の国民1人1人であ
り，わが国の政府開発援助は脇役に過ぎず，いわば土台の下の捨石なのであ
る。しかしそのこと乙そわが国の政府開発援助の歴史的使命であると信じ
る。
最後に本論は必ずしも著者の所属する団体の見解を反映したものではない
ことを申し添えておきます。
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